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 東日本大震災の津波によって浸水したのは、

気仙沼市全体のわずか 5.6％だったが、そこに

事業所の 8割、民家の 4割が集中していた。経

済活動が停止したことで多くの離職者が発生

し、雇用保険（失業手当）の受給者は、23年 6

月に 5511 人のピークに達した。 

県内ほぼ全域に及ぶ仙台超広域型商圏から

唯一外れ、独自の産業・経済圏を形成する気

仙沼は、水産業への依存度が非常に高い。そ

の水産業が復活するためには漁船、魚市場、

加工場だけでなく、製氷・冷蔵業など関連産

業の復旧も必要だ。しかし地盤沈下に対応し

たかさ上げ工事などに時間がかかり、震災か

ら４年が経とうとしている現在でも、完全再

建した企業は少なく、人手不足が追い打ちを

かけている。 

 主力の水産加工業の再建が遅れる一方で、

がれき処理、復旧工事などで雇用が生まれ、

5000 人以上いた失業手当の受給者は、避難所

の解消に合わせるように 23 年 11 月には 3523

人に、24年 8 月には 1066 人に、その 11月に

は震災前の水準である 249 人まで減少した。

被災地の今を伝えるため、平成 26 年にスタートした「気仙沼復興レポート」。シリーズ

第 11 回は「被災地の人手不足」をテーマに、官民の雇用問題についてまとめる。復興が

計画から実行段階へと移る中、民間も行政も深刻な人手不足に悩まされている。本格再建

が進む水産加工場、復旧・復興の工事現場、そして膨大な事業を抱える市役所のマンパワ

ー不足は、地域の復興速度にも影響する大きな問題だ。閉鎖的な地域で我慢を続けてきた

労働者の意識が変化しており、それにどう対応していくかがカギとなる。 
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 被災地の人手不足  

震災直後に 5000 人失業 

求人倍率 1.98 倍 【労基署に相次いだ相談】 

 震災からの半年間で、7650 人が離職・休業

票の交付を受ける中、労働基準監督署の相談窓

口には退職金や賃金の不払い、解雇理由などの

相談が相次いだ。退職金の規定がなく、慰労金

として対応した企業もあった。雇用保険の失業

給付は最長 510 日間に延長された。 

被災して仮設施設のままのハローワーク 
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失業手当の受給期間延長、支給額の割り増し

が切れるころから就職活動が本格化し、その

後は 250 人前後で推移している。 

 震災前の気仙沼は、水産業の衰退とともに

活力が低下していた。建設業や水産業での人

員整理や倒産も目立ち始め、仕事を求める人

（求職者）よりも従業員募集（求人）の方が

少なかった。ハローワーク気仙沼管内（気仙

沼市と南三陸町）では、震災直前の 23年 2 月

で 1778 人の求職者に、0.57 倍の求人しかな

かった。 

 震災直後は求職者が急増したことで、求人

倍率は 0.17 倍まで下がったが、復興特需によ

って 24年 10 月に求職者と求人が逆転して

1.03 倍まで伸びた。勤め先を一時的に離職

し、特例の失業手当でしのいでいた人たちが

職場の再開に合わせて復職したり、復興事業

に従事したりすることで震災直後に 6000 人台

だった求職者が 1000 人台まで減る一方、求人

は 2000 人台で高止まりしたまま。その状態が

求人倍率を高め、25 年 11 月には 1.98 倍まで

上がり、求人を出しても人が集まらない状況

に陥っている。 

 

■大船渡も 2.14 倍、内陸も高倍率 

 しかも、求人倍率が高いのは気仙沼だけで

はない。石巻は 1.87 倍、仙台 1.45 倍、さら

に福島沿岸の相双は 2.76 倍と被災地は軒並み

高くなっている。一関も 1.09 倍、築館 1.21

倍、北上 1.87 倍と内陸も高い倍率にある。 

注目したいのは、気仙沼の水産加工場など

に働き出ることが多かった大船渡（陸前高田

含む）が 2.14 倍であることだ。この状況が続

くと、気仙沼の人手不足問題は、近隣地区と

の競争に巻き込まれることになる。27 年度に

は三陸道が志津川まで開通し、競争は一層激

化する。 

 ハローワーク気仙沼管内は 26年 11 月期

で、求職者 1225 人に対して求人は 2284 人だ

った。求人倍率 1.86 倍。職種別の求人・求職

バランスは別表にまとめたが、事務職や運

搬・清掃は求職者より求人が少ないのに、専

門職、販売・サービスなどは求人の方が多く

なっている。しかも、この月に 1225 人の求職

者のうち就職したのは 199 人だけだった。 

 専門・技術職の中でも、復旧・復興工事の

本格化よって不足している建築・土木技術者

が 58 人の求人に対して求職は 6人（9.67

倍）と最高倍率となっている。看護師・保健

師は 101 人の求人に求職は 22 人だった。水産

加工をはじとする製品製造・加工処理、警備

員（保安職）、土木、建設も求人が求職を大き

く上回っている。一方、人気の事務職の中で

特に狭き門が一般事務員だ。75 人の求人に対

して求職は 277 人と倍率は 0.27。全職種で最

も低い倍率となっており、フルタイムだとさ

らに 0.24 倍の難関となる。 

 福祉と介護の関連をまとめると、福祉関連

は 341 人の求人に求職者は 75 人、介護関連は

50 人に 222 人といずれも 4倍を超えている。

ハローワーク気仙沼の求人・求職状況 

（26 年 11 月） 

職種 求人 求職 倍率 

管理的職業 1 1 1.00 

専門・技術職 271 77 3.52 

事務 122 302 0.40 

販売 318 107 2.97 

サービス 445 134 3.32 

保安 148 13 11.38 

生産工程 341 139 2.45 

輸送・機械運転 113 65 1.74 

建設・採掘 188 54 3.48 

運搬・清掃 188 299 0.63 

その他 4 31 0.13 

合計 2139 1222 1.75 

専門職不足、事務は過剰 



3 

 

福祉施設が復旧したものの、スタッフが足り

ずに利用者の受け入れを制限している施設も

ある。高齢化は待ったなしの状況で、介護の

負担軽減が家族を就労に向かわせ、人手不足

解消につながるのだが、今のところ悪循環に

陥っている。今春スタートする「子ども・子

育て新制度」によって地方から都市部へ若年

の保育士が流出する心配もある。 

 ハローワーク気仙沼によると、求職者 2139

人のうち６割は「離職者」、１割は１年以上職

に就いていない「失業者」だが、残る３割は

現在働きながら転職を希望している「在職

者」だという。つまり、この３割が転職を実

現させると、現在勤務している事業所が今度

は人手不足になる可能性があるのだ。 

 転職希望にはさまざまな理由があると考え

られるが、最大の理由は賃金や休日などの労

働条件だろう。気仙沼に限らず新規高卒者の

3割が１年以内、さらに 3年以内に 3～5割が

離職するという状況下で、震災をきっかけに

よりよい条件を求めて転職を検討する流れは

止められない。 

■福利厚生から改善進む 

 一次産業からなる気仙沼は震災前から恵ま

れた労働環境、労働条件ではなかったが、閉

鎖された産業・経済圏の中で労働者の選択肢

は限られていた。しかし、震災によって労働

市場が「売り手有利」になったことで、労働

者の意識も変わった。震災を生き残り、人生

や家族、労働に対する価値観を見直す人もあ

り、気仙沼では珍しい土・日・祝日休みを希

望する求職者が増えている。 

 企業側も、労働者を確保するため、労働条

件の改善に動き出し、交通費の支給、休日増

加など、求職者のニーズに合わせようと努

力。ハローワーク気仙沼が定期的に発行して

いる求人情報紙は、土・日・祝日休みの求人

を 26 年 12 月号から区分して紹介し始めた。 

賃上げも行われている。ある水産加工場の

求人で、25 年６月に 13万円だった給与が、

最近は 14万 7000 円になった。飲食店や食料

品店のパートの時給も、この 1年程度で 700

円前後から 800～1000 円にアップした。 

しかし、新たに雇用する人の賃金を上げる

と、既存の従業員の賃金も上げなければなら

なかったり、再開後の経営状況が厳しかった

りすることで、地元の企業ほど賃上げをため

らう傾向にある。復興特需で沸いているはず

の地元の建設業でも、数年後の特需後を見据

えて、正社員を増やさず、基本給を上げずに

ボーナス増額で対応している事業所も多い。 

■高齢者が働く場所づくり 

 求人倍率が高止まりして労働者の「売り手

市場」となる中、求職者の約３割を占める 54

歳以上の職探しが難航している。再建した企

業は将来を見据えて若者の採用を希望し、年

配者を経営する傾向にあるからだ。 

 ただ、すでに震災前並みに戻った雇用保険

の被保険者数を見ると、新たな労働者を開拓

していかないと、人手不足解消は困難だ。年

配者も働ける環境づくりが求められている。 

 また、住宅再建に伴うローン返済などのた

め、夫婦共働きのニーズも高まっている。小

さな子供を持つ母親が働くためには、午前 9

時から午後 3時の短時間労働、託児所の用

意、朝の早い水産業への対応も必要になる。  

離職者

60%

転職希望

30%

失職者

10%

求職者の割合

変わる労働者意識 
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■平均賃金は仙台の 8 割？ 

 25 年度労働実態調査によると、気仙沼地区

の平均賃金は 26万 3648 円。自動車関連産業

の誘致に成功した大崎地区の約６割、仙台地 

区の約８割にとどまる。従業員 10人以上の事

業所から抽出した調査のため、零細企業が多

い気仙沼の実態が反映されていない面もある

が、平均年齢が最も高い割には、他地区より

賃金が安い状況は浮き彫りになっている。 

 気仙沼地区の調査対象は 223 人だけで、統

計的に参考にできるか疑問だが、平均賃金 26

万 3648 円の内訳は、基本給は 21万 7989 円、

諸手当 2万 2447 円、残業代などの所定外賃金

2万 3212 円。これを県平均と比較すると、諸

手当で気仙沼の方が４割少なくなっている。

諸手当とは、通勤手当、住宅手当、家族手

当、管理職手当など。持ち家率が高いので住

宅手当が低い分を差し引いても、家族手当な

どに格差があるものと考えられる。 

 震災による労働市場の変化が、こうした格

差の是正につながることが期待される。 

■「仕事に満足していない」３割 

 25 年夏に実施されたある調査では、働いて

いる人の３割が「現在の仕事に満足していな

い」と回答している。最も多かった理由が

「給与・賃金が安い」だった。ハローワーク

気仙沼の求職者の３割が「転職希望者」とい

う実態と同じである。 

 水産業を主体としている気仙沼にとって、

最も深刻な課題は水産加工場の人手不足であ

る。先行して再建した市内大手が 100 人を募

集しても半分しか確保できない状況は、さら

に悪化する可能性もある。 

 雇用保険の被保険者数は、従業員の数を把

握するデータであるが、すでに震災前の 94％

に達している。震災犠牲者や人口流出を考慮

すると、震災前に働いていた人は、何らかの

形で就業していることを意味するのだが、ハ

ローワーク気仙沼によると食料品製造業に限

っては 59％（3865 人→2283 人）にとどまっ

ているのだ。 

 被災商工会議所の営業状況調査では、気仙

沼商工会議所の被災会員 686 事業所のうち、

26 年 3 月までに復旧したのは 368 事業所

（54％）、仮復旧は 122 事業所（18％）で、

189 事業所（28％）が廃業した。製造業に限

れば、被災した 98 事業所のうち 59 事業所が

復旧し、24 事業所が仮復旧、13事業所が廃業

という状況である。復旧割合を見ると、食料

品製造業の被保険者数が 59％にとどまってい

る理由も分かるが、再建が進むにつれて人手

不足が深刻化している。 

 

■これから深刻化する労働者不足 

活路となるのは外国人労働者か 

 水産加工業の人手不足の実態を把握するた

め、市が 26 年 9月に 100 社へ実施したアンケ

ートでは、回答した 38社の 9割が「従業員確

保に不安・困難」という状況が明らかになっ

た。詳しく調べると、本格再建に向けて 29 社

で 400 人以上の従業員確保を予定している

が、23 社で計 250 人が不足する見通しにある

という。 

宮城県内の地区別平均賃金 

（25 年度労働実態調査） 

エリア 平均賃金 平均年齢 

気仙沼 26 万 3648 円 46.2 歳 

石 巻 26 万 8076 円 42.0 歳 

登 米 26 万 2728 円 44.2 歳 

栗 原 25 万 0395 円 41.9 歳 

大 崎 40 万 7973 円 44.0 歳 

仙 台 31 万 5875 円 41.7 歳 

大河原 24 万 8500 円 43.5 歳 

県平均 28 万 2307 円 33.5 歳 

水産加工場で影響大 
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 現在の状況では、市内から労働者を確保す

ることが困難なことは明白なため、国内外へ

の人材確保を模索している。外国人労働者の

確保も視野に、水産加工業者が宿泊施設を整

備するため、国に支援を要望しているもの

の、自己負担が伴うとともに、外国人労働者

も地域間で確保に向けた競争が激化している

ことで、抜本的な解決には乗り越えなければ

ならないハードルがある。 

 今後、国の支援でかさ上げ整備した南気仙

沼地区と鹿折地区の水産加工施設集積地で本

格再建が進めば計 83社 1300 人程度、赤岩港

地区の水産加工団地でも計 14 社 1000 人程度

の従業員が働く見通しにある。本格再建のピ

ークは 27～28 年となりそう。水産物の受け入

れ環境が整わなければ、漁船漁業の経営安定

にも影響することが懸念されており、一次産

業保護のためにも対策は急がなければならな

い。 

■労働者確保に宿舎必要 

 市内のホテルや旅館などの宿泊業は、震災

直後こそ不足したが、新たに開業した市外資

本の施設、工事関係者のための簡易宿泊施設

整備によって、最近は空き室が目立ち始めて

いる。急ピッチで回復している賃貸住宅も、

みなし仮設住宅（26 年末で 906 件）からの退

去が進めば、空き室問題が浮上する。 

市外からの労働者を受け入れるための宿舎

整備の前に、既存の宿泊施設の稼働率、みな

し仮設の退去見通しを十分に把握し、連携策

を検討することも必要だ。これから空き室が

増加する仮設住宅も、国は柔軟な再活用を認

めている。 

■一次産業への回帰傾向 

 雇用を巡る問題は、厳しいことばかりのよ

うだが、明るい材料もある。 

 気仙沼の水産業は、近海から遠洋へと発展

してきた一方、漁船乗組員離れが深刻な問題

となっていた。しかし、震災後にマグロ漁船

への乗船希望が全国から相次いでいるのだ。

年間 1人でも若者が乗船すれば驚いていた港

で、震災後の 3年間で 50 人もの若者たちがマ

グロ船に乗り込んでいる。 

 これは、宮城県北部船主協会がブログで漁

船員の働き甲斐などを発信した成果だが、生

き方や働き方を見つめ直した若者たちが魅力

ある一次産業へ回帰する傾向があることが、

その背景として考えられる。 

 水産加工業をはじめ、地方の仕事が賃金や

労働環境で都市部より劣ることは否めない

が、これからは生き甲斐や働き甲斐を持って

働ける環境が注目される可能性がある。例え

ば、野球チームのある職場、休憩時間の長い

職場、従業員が家族のような温かい雰囲気の

職場は、地元だけでなく都会の若者からも注

目される時代にある。賃金や福利厚生の向上

のみならず、地方ならではの魅力を発信する

ことが大切ではないだろうか。 

 行政による緊急雇用創出事業が、民間の人

手不足の一因になっている。この制度は、被

災地で一時的な雇用の場を確保するため、国

の交付金を宮城県が基金化し、市町や民間団

体へ委託する形で雇用を創出。震災後に発生

したさまざまなニーズにも対応している。 

 気仙沼市では、市役所の復興関連業務の補

助、仮設住宅の管理などに失業者を雇用。24

緊急雇用からの切り替え 
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年度に 96事業で 709 人、25 年度は 82事業に

582 人を雇用し、26 年度も 73 事業で 516 人

（8月時点の計画）を雇用している。緊急雇

用という内容から、雇用期間は 1年以内とい

う決まりがあるが、２年以上の更新が認めら

れている。その内実は公民館や図書館への人

員配置だったり、コールセンターの人材育成

だったり、民間で人手不足が続く中で本当に

必要かどうか疑問が残るものも少なくない。 

県警による被災地のパトロール、街頭の安全 

見守りも緊急雇用制度を活用している。 

 しかし、地元の負担がないため、気仙沼市

の 26 年度当初予算だけで約 10 億円もの事業

費を計上している。国の予算配分と県の基金

残高、そして民間の人手不足に対する配慮か

ら、27 年度は大幅な規模縮小となる見通しで

ある。産業界からも緊急雇用創出事業の縮小

を求める声が高まっている。 

 国のお金が県を通して市町へ流れるため、

財源がよく分からなくなってしまうが、こう

した費用はすべて総額 25 兆円の復興予算から

使用している。復興予算は、コスト意識を持

って活用しなければすぐに底をつくだけでな

く、全国民が今後 25 年間にわたる所得税の特

別加算などで負担するお金であることを忘れ

てはならない。 

 

補助金依存から自立へ 

 国は被災地の雇用対策として、緊急雇用創

出事業とは別に、事業復興型雇用創出事業を

創設した。被災地の企業の経営が安定するに

は長い時間がかかるため、その雇用を支援す

ることを目的に、被災した求職者の雇用に対

して１人当たり 225 万円を助成する制度であ

る。 

 土地区画整理などの目途がつく 30 年 3月末

まで利用が可能で、特区認定などいくつかの

条件はあるが、被災地のほとんどの業種が対

象となる。県によると、26 年 9 月までに、気

仙沼市で延べ 535 社が 1887 人の雇用に助成金

を受けている。この制度は、1人の従業員に

対して 1年目に 120 万円、2年目に 70 万円、

3年目に 35 万円の雇い入れ経費を助成。例え

ば新規雇用者が 3人なら 675 万円、20人なら

4500 万円の人件費が支給されることになると

いう充実した支援策だ。 

 民間投資促進特区では、法人税を課税しな

かったり、雇用者の給与の 10％分を法人税か

ら特別控除できたりする支援策があるが、い

ずれも 5年間という期限がある。給与補助、

課税特例ともにいずれはなくなり、被災地の

企業が自立する時期が迫る中、労働環境の改

善先送りは被災地の復興に致命的な課題を残

すことになる。 

  

緊急雇用創出事業の活用例 26年度計画 

被災地の環境保全 32 人 

市役所臨時職員 128 人 

学校施設生活環境改善 11 人 

市民活動団体支援 １人 

岩井崎の観光メニュー開発 2 人 

仮設住宅の見守り 34 人 

コールセンター人材育成 40 人 

コミュニティＦＭ準備 6 人 

地域農業再生支援 14 人 

森林環境整備促進 10 人 

仮設住宅管理業務 20 人 

特別支援教育支援員 84 人 

図書館サービス拡充 13 人 
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 被災地の人手不足は民間だけではない。復

興事業を計画して発注する市役所側も、膨大

な事務作業を抱え込み、震災後は慢性的なマ

ンパワー不足に陥っている。 

 平成の市町合併の後の最重要課題は行財政

改革で、職員を削減して「小さな市役所」を

目指していた気仙沼市。そこへ大震災が発生

し、100 年分の事業を 5年の集中復興期間に

行うという事態となった。 

 そこで頼ったのが、全国の自治体などから

派遣される応援職員や任期付き職員だ。現

在、地元の市職員約 700 人（病院除く）に応

援職員ら 224 人が加わり、復旧・復興を支え

ている。しかし、それでも最低限の必要数か

ら 41 人足りない状況となっている。 

■全国から 170 人の助っ人 

 応援職員はさまざまな形態があり、気仙沼

市は総務省を通じて 58人、復興庁から 11

人、友好都市などとの独自調整による 58人な

ど、計 170 人を確保。経済同友会を通して大

手企業から社員６人も派遣され、特筆すべき

行動力を発揮して産業再生を支えている。 

さらに、全国のどの自治体も最低限の職員

数で余裕がないため、市が２年の任期付き職

員（最長５年間の延長可）を 33 人採用して短

期的に集中するニーズに対応している。地元

の人手不足を悪化させないため、東京都や宮

城県が任期付き職員を採用して、気仙沼市へ

派遣する取り組みも行われている。新設した

職員寮、仮設住宅の空き室を宿舎として用意

している。 

 特に不足しているのは、土木・建築の技術

職で、任期付き職員を募集しても応募が低調

となっている。災害公営住宅入居に伴う高齢

者の見守り活動に必要な保健師も、同様に確

保できないでいる。震災から時間が経過し、

東京オリンピックの開催が決定したことで、

応援職員の確保は一層困難となった。復興に

めどをつけた仙台市が 27 年度から派遣を 6人

に増やす方針を固めたものの、集中復興期間

が終了する 27 年度以降は、国が面倒を見てい

た応援職員の人件費、派遣元の自治体の意識

低下も心配される。 

応援職員の多くは、被災地のために自ら希

望して気仙沼にやってきた。今さらながらだ

が、そのヤル気を発揮してもらうための環境

づくりが求められている。また、応援職員と

市民が交流する機会、防災や震災教訓などを

学んで帰るための研修プログラムも用意し、

「おもてなしの心」で感謝を伝えることが大

切だ。 

気仙沼市へ職員を派遣している自治体等   27 年 1 月現在 

北海道 札幌市水道サービス協会 青森市 一関市 2 宮城県 38 仙台市 栗原市 2 秋田市 山形県長

井市 さいたま市 2 千葉県 1 千葉市 4 東京都 13 文京区 1 目黒区 4 世田谷区 4 豊島区 北区 

江戸川区 14 町田市 2 都市づくり公社 2 神奈川県 3 横浜市 2 川崎市 2 石川県金沢市 山梨県笛吹

市 長野県伊那市 岐阜市 2 静岡市 2 名古屋市 名古屋港管理組合 愛知県小牧市 三重県桑名市 

滋賀県長浜市 2 兵庫県 11 尼崎市 4 明石市 2 島根県浜田市 2 岡山市 広島市 2 江田島市 2 愛媛

県新居浜市 福岡県大牟田市 佐賀市 3 宮崎県都城市 2 日南市 鹿児島県 2 鹿児島市 2 薩摩川内市 

霧島市 いちき串木野市 南九州市 喜界町 国交省海事局 復興庁宮城復興局 11    合計 170 人 

気仙沼市役所の人手不足 
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応援職員派遣のために工夫している事例 

秋田県 

派遣した職員の代わりに、任期付き職員や臨時職員を採用して担当していた業

務に従事させる。業務の一部委託も行い、派遣職員を送り出した職場の負担を

軽減している。 

愛媛県 19 市町 
派遣職員を継続して確保するため、近隣自治体と協力して交代で派遣してい

る。 

東京都 職員ＯＢや採用した任期付き職員を派遣している。 

福井県 
2～3カ月のローテーションで派遣する職員を入れ替えることで、特定の職員や

所属に負担がかからないようにしている。 

札幌市 
派遣先の山元町に建築職と区画整理事業経験者がいないため、課長以下 6人の

チームを編成して派遣。派遣職員の不安解消にもつながった。 

新潟市 
技術職員が不足しているため、派遣した分の職員を正規職員で採用し、派遣終

了時に退職者を不補充とするなどして、人数調整を行う予定。 

北九州市 

釜石市役所内に「釜石デスク」を設置。課長職が常駐して被災地のニーズを把

握するとともに、派遣された職員に対するきめ細やかなサポートを可能として

いる。 

蟹江町（愛知県） 派遣された職員による報告会を実施し、派遣体験を全職員へ還元した。 

草津市 
近隣 4市によるリレー方式で大槌町への職員派遣に対応。2.5 カ月ずつで交代し

た。 

南丹市（京都府） 

慣れない地での勤務で、勤務と勤務外を明確に区分するために、あえて宿舎と

勤務地を離し、通勤時間を設けている。（オン・オフをはっきりさせ疲労の軽減

を図る） 

南島原市（長崎県） 
派遣職員が登米市のアパートから南三陸町に通うため、通勤用に公用車１台を

配置した。冷蔵庫、洗濯機など日常生活に必要な電化製品も貸与している。 

名護市（沖縄県） 
友好都市である岩手県八幡平市から被災市町村へ職員を派遣している分を補充

する方法で玉突き派遣を行っている。 

ハローワーク気仙沼 
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 災害は地域の問題をより鮮明にする。震災

前にできなかったことは、震災後にも実現は

困難だし、逆に得意だったことはより得意に

なる。そこに映画のようなヒーローはいない

が、震災体験は被災地のみならず多くの人の

意識を変えた。 

 雇用問題は、震災によって最も環境が変化

し、問題が鮮明になったテーマではないかと

思う。閉鎖的な地域の中で、少ない休日や賃

金に我慢してきた労働者たちが、震災による

離職を契機に意識を変え、より好条件の職場

を求めるようになったのだ。人生観が変わ

り、「楽しく働くこと」「家族を大切にするこ

と」を重視する人も増えている。 

 そうした労働者の意識の変化に、社会や企

業側が対応できずにいることが、被災地の人

手不足を深刻にさせている。働きたいのに働

き先のない高齢者、子育て中の母親のニーズ

をちゃんと把握して、雇用環境の改善に生か

す姿勢が欠けていたのではないだろうか。 

地方創生が全国で叫ばれる中、復興の特例

や特需が終われば、市内レベルでも市外レベ

ルでも厳しい地域間競争が待っている。そし

て、震災とは関係なく、人口減少と少子高齢

化は進行していく。人口や少子化が注目され

がちだが、一番の問題は労働者人口の減少で

ある。これから 20 年間で市内の人口は３割減

少する中で、労働人口（15～64 歳の生産年齢

人口）の減少率は４割とハイペースだ。高齢

者の割合が増え、働く世代の割合も数も減る

という状況が確実なのである。 

 いまの人手不足を震災直後の問題として捉

えるだけでなく、長期的な課題として整理す

る視点が必要である。震災は今まで触れられ

なかった雇用問題を社会問題として表に出

し、もう逃げられない課題となった。 

 市役所のマンパワー不足も、震災前からの

課題を解決するチャンスである。被災地へ職

員を長期派遣している自治体は福利厚生が充

実しているところが多く、派遣されている職

員の意識も高い。いまは担当の業務に専念し

てもらっているが、地元の職員の意識改革、

縦割り行政の脱却へ力を借りたい。しがらみ

のない応援職員だからできることもある。 

 気仙沼市の人口減少を加速させているの

は、若者が高校卒業と合わせて市外に出て、

そのまま帰ってこられなくなる状況だ。大卒

者は特に深刻なのだが、大学進学率が年々ア

ップすることで、状況はますます深刻になっ

ている。小・中学校で力を入れている郷土学

習や職業体験を一層充実させ、高校にも広げ

ることで、子供たちの郷土愛が育まれ、職業

選択の幅が広がる。出身者への情報発信手段

を確保し、ふるさとの危機や求人情報もしっ

かり伝えたい。楽しく、働き甲斐のある職場

づくりも求められる。 

気仙沼復興レポートのバックナンバーは今川悟ホームペ

ージで公開中です。  http://imakawa.net 
❶少子化と人口減少❷防潮堤問題❸復興予算の限界❹鉄路

復旧とＢＲＴ❺高校再編❻災害公営住宅❼仮設住宅❽財政

シミュレーション❾災害危険区域❿震災遺構 

課題は鮮明に 

http://imakawa.net/

